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人的資本
Human Capital

求めるのは社会課題を解決する
未来創造人材
志を同じくして「共創」を実現する
組織へ

自らの領域を乗り越えて共創する
未来創造人材として社員を育成

　長期経営計画「Atelier2050」において、2050年のあ

るべき組織の姿を「強い情熱で変革に挑む共創者集団」と

定め、社員の基本姿勢を「誠実を力に」「志で踏み出す」「協

働を超えた共創へ」の3つとしました。共創を実現してい

くために何より重要なのが人材です。「誠実」という当社

の強み・アイデンティティを維持しながら、多様な人材が

目標に向かって挑戦し、自己の成長を図る組織を実現す

るため、当社は人材育成や環境整備に向けてさまざまな取

り組みを行っています。

　新たな製品・サービス、技術の種を継続的に生み出して

いくには、自らの領域（技術、部門）に閉じることなく、境

界を超えた連携により、新たな価値を「共創」していくこ

とが大切です。無意識に自己の領域に閉じこもって可能

性を広げるチャンスを逃してしまうことがないよう、社員

一人ひとりが思い込みや先入観、偏見、不安といった殻を

破ってほしいと思います。

社会から求められるものを見定め、
新たな価値創出の目利き力を高める

　当社では顧客課題の解決から生まれる新たなマーケッ

ト、それを見極める力を持つ人材のことを「目利き」と表

現します。同時に、目利きは新たな価値の創出に必要な人

材や才能を見抜く力でもあります。新たな研究テーマか

ら技術を深掘りして製品やサービスを生み出し、事業に育

て上げることは一人ではできません。志を同じくする社員

がひとつのチームを作り、新たに加わる人材を目利きしな

がら最適な組織として運営して成長していくことが大切

です。当社総合職の約4割が研究開発に関わる人材です

が、研究一辺倒では目利きは育成できません。研究職の

社員をマーケティング職に異動させるなどの機会を増やし、

市場動向や社会から当社に求められるものを見定める能

力を高めていけるようにしており、それがまさに「目利き

力」を高めることにつながると考えています。

　また、社員のキャリア開発、人材交流、評価などについ

て各部門の責任者と人事部が意見し合える場として、新

たに人材開発会議を事業部・部門ごとに設置しました。こ

れにより、現場で必要とされる人材像が明確になり、各部

門特有の人材育成課題の把握とその解決が可能になると

考えています。さらに2024年度より、タレントマネジメ

ントシステムを導入しました。その機能を活かし、数年後

に、社員の専門性・経験・スキルの可視化、人材配置の最

適化などの実現を目指しています。

社員一人ひとりのキャリアプランを支援
領域を超えて共創できる人材を育成

 　当社に限らず日本全体にとっての大きな課題が労働力

不足であり、優秀な人材の確保です。社員を職責・役割に

応じて適切に処遇することを目的に、2022年に人事制度

を一新して役割等級制度を導入しました。管理職層では

マネージャーとエキスパートの２つに分け役割を明確化し

ました。自身の目指すキャリアを見据えて、自己研さんや

異動を自律的に考えて実行することを社員には期待して

います。

　2023年度からは評価面談とは別に社員と上司による

キャリア対話を開始しました。社員が、自身の知識やスキ

ル・キャリアの現状を把握するとともに、将来目指す姿を

上司と共有し、自身の成⻑について考える機会となってい

重要項目1
価値向上に「挑戦」し続ける牽引人材の輩出

　当社が今後も継続的な成長を続けるためには、価値向

上につながる改善や提案を、「志（内発的動機）」に基づき、

主体的に考え、自ら挑戦することで事業を牽引する人材

を輩出することが課題であると捉えています。そこで、「挑

戦に関する従業員意識調査肯定回答者割合」を本項目の

指標に設定しました。仮説検証型研修やAi運動、2023年

度より開始した10%Challengeなどの取り組みを通して、

その向上を目指します。

●仮説検証型研修（2020年度より一新）　　

　C3職（係長相当）昇格前研修では、「未来創造型リー

ダーシップの体得」を目的として、未来ビジョンと初期仮

説（問いと答え）を策定し、それを数カ月かけて検証、軌

組織の目指す姿の実現に向けた重要項目

◎関連情報：「2050年のあるべき姿」P25

人材育成

社内環境整備

価値向上に「挑戦」し続ける
牽引人材の輩出

領域を超えた
「共創」人材の輩出

ビジネスのポテンシャルを見極め
実需化する「目利き」人材の輩出

個人の意志が尊重される「多様性」ある風土づくり

従業員の心身の健康推進

企業理念への理解・共感を生む風土づくり

執行役員
人事部長兼同健康推進室長 

川島 渡
KAWASHIMA Wataru

指標 実績（2022年度） 実績（2023年度） 目標（2024年度）

挑戦に関する従業員意識調査肯定回答者割合 67.0% 71.0% 70.0%

共創テーマ提案数 134件＊ 144件 160件

多様性・キャリアプランに関する従業員意識調査肯定回答者割合 65.5% 66.0% 70.0%

企業理念への共感度に関する従業員意識調査肯定回答者割合 64.4% 64.9% 70.0%

高ストレス者割合 8.1% 7.8% 7.0%以下

＊2023年度より導入した10%Challengeにおける取り組み数は、2022年度実績には含まれていません

道修正を図りながら行動計画を精緻化します。

　基幹職（課長相当）昇格前研修では、「人と組織の未来

創造性を解き放つリーダーシップの体得」を目的として、

リーダーシップの発揮、変革の促進を図りながら、世の中

の知にアクセスし情報解釈力を鍛え、価値ある情報を収集、

分析します。そのうえで、新たな事業、製品、サービスの

アイデアを発想し、仮説検証プロセスを経て自社事業化

へ展開します。

● 10%Challenge（2023年度開始）　　　　

　各人が志に基づく判断で、通常業務の領域外や、部門

方針では明示されていない領域等のテーマへの挑戦に対

し、年間労働時間の10%を充てて取り組むことができる

仕組みとして2023年度より新たに導入しました。成果の

有無にとらわれず挑戦を楽しむ文化の醸成や、新しいこと

に挑戦する経験を通じて自身の可能性を広げることを目

ます。今後は社員のキャリアプランや、希望を考慮した人

事異動も従来以上に実行したいと考えており、そのための

仕組みとして公募制なども検討していきます。これらによ

り領域を超えた部門への異動を希望する社員が増え、生

産性の向上や、目利き人材予備軍の増加といったことにつ

ながっていくことが理想です。

　人事部門は優れた人材の獲得に努め、長期的な視点で

人材を育てていくのが役割です。そのためには社員一人

ひとりのキャリアプランを大切にすることや、会社の成長

に貢献できる働きやすい企業風土を醸成していくことが

重要です。これまで当社が培ってきた誠実な組織風土は

残しつつ、志を持って新しい領域にチャレンジしていく人

材をこれからも育てていきます。
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人的資本
Human Capital

価値観、職業観など

社内外に存在するあらゆる多様性

イノベーション 働きがい・生きがい

緊張・統合・発展社会の要請

オ
ピ
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オ
ン
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イ
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ト
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ィ

性別、国籍など 経験、専門性など
＊1

＊2

＊1 �「 オピニオンダイバーシティ」(多様な意見の融合）：
        自由闊達な雰囲気の中で多様な意見が表明、融合されている状態
＊2 �「タレントダイバーシティ」（多様な才能の発揮）：
        個々の強みが認知、発揮され、組織として高いパフォーマンスを発揮している状態

重要項目2
領域を超えた「共創」人材の輩出

　社会課題解決に貢献するための新たな製品・サービス、

技術の種を継続的に生み出していくには、自らの領域（技

術、部門）に閉じることなく、境界を超えた連携をするこ

とによって、新たな価値を「共創」できる人材を輩出する

ことが課題と捉えています。そこで、仮説検証型研修、

10%ChallengeおよびAi運動などにおける「共創テーマ

提案数」を指標とし、その増加を図ります。また、自社技

術の新たな獲得、価値向上、および展開に向けて、社外関

係者を巻き込み共創できる状態を目指し、他社との共同

研究・共同特許出願や、社外への人材の出向・転出・輩出

など、一つの領域に固執しない、境界を超えた連携を促進

していきます。

重要項目4
個人の意志が尊重される「多様性」ある風土づくり

　価値向上に「挑戦」し続ける人材を育成するためには、

ともに働くすべての人の多様性が尊重され受け入れられ

ると同時に、その多様な個人が有する意志（異見）を交わ

すことができる風土づくりが課題であると捉えています。

そこで、「多様性・キャリアプランに関する従業員意識調

査肯定回答者割合」を本項目の指標に設定しました。従業

員と人事担当役員が直接対話できる機会の設置や、個々

のキャリアプラン構築のための対話、さらに、従業員一人

ひとりのライフスタイルに合わせた働き方を推進する諸制

度の導入を通して、その向上を目指します。

●ダイバーシティの推進　　　　　　　　　

　当社では、年齢、性別、国籍などにかかわらず、多様な

人材が、幅広い分野において活躍しています。今後は、価

値観、能力、経験など、属性では表されない多様性を活か

すことで企業価値を向上すべく、さらにダイバーシティを

推進していきます。

重要項目3
ビジネスのポテンシャルを見極め実需化する

「目利き」人材の輩出

　次世代の成長の源泉となる新製品・サービスを育成す

るには、市場ニーズを踏まえながら、代替が利かない

「Must-Have」な製品ニーズを見いだし、そのバリュー

チェーンの成長性も見据えた「目利き」のできる人材を輩

出することが課題であると捉えています。「目利き」人材

を輩出するため、起業家の持つ能力の開発と社内起業家

の育成を目的としたイントラプレナーシッププログラムを

実施しています。

　また、研究・製造・営業といった職域を横断する人事

ローテーションを積極的に実施することにより、研究職・

技術者が顧客と直接対話する機会をできる限り設け、技

●女性活躍の推進および次世代育成支援

　ダイバーシティビジョンの達成に向けて、一人ひとりの

個性や才能が存分に発揮されるには、あらゆる多様性を尊

重し受け入れる環境と、ワークライフバランスの実現が不

可欠と考えています。

　女性の登用に関しては、新規学校卒業者の女性総合職

採用比率目標を30％以上とし、さらに社内の各部門にお

ける職域拡大に取り組むことで、2023年度末に女性総合

職比率は11.8%まで向上しました。

術起点だけでなく顧客・市場・社会課題起点でビジネスを

見定める力を育てます。

●イントラプレナーシッププログラム　

　起業家の持つ能力の開発とその育成を目的として、イン

トラプレナー（企業内起業家）育成プログラムを2019年度

からスタートしました。現役起業家のサポート、コーチン

グのもと、複数部署からの選抜混成チームを編成し、実プ

ロジェクトを通して行動スキルを実践します。国内外潜在

顧客からの情報収集、仮説検証を短サイクルで繰り返す

ことで、有望テーマを磨き上げ、イノベーターとしての行

動の体得を目指します。

　コロナ禍で中止の年もありましたが、2年に1度実施し

ており、2024年度は第3期生8名が受講中です。

イントラプレナーシッププログラム受講者の声

　当社では、お客様にプロトタイプとなるモノを見て
もらい、それと引き換えに情報をいただきながら製品
開発を行うというのが、ある種の常識でした。もちろ
ん、モノを作る前に“お客様が本当に欲しいもの”を把
握してから着手すれば無駄をなくせるとは考えていま
したが、今回のようにプロトタイプが何もなくコンセ
プトだけの状態で顧客にアプローチするのは初めて
の経験でした。当初は尻込みしていましたが、コーチ
の「行けない理由ではなく行く方法を考えよう」との
厳しい指導をきっかけに覚悟を決めました。結果的に、
想像していなかった顧客の反応と、調べても得られな
い生の一次情報を得ることができ、顧客の“真の困り
ごと”をつかむことができました。これまでの自分は、
お客様の本質的な声を聞くことができていなかった
ことに本プログラムを通じて気づきました。意識が変
われば行動も変わる。今では、他のテーマでも初期
段階からどんどんお客様のところに行って、お客様が
真に求めているものは何かを常に考えるようになりま
した。

女性リーダーシッププログラム

　2024年1月～4月に、女性社員を対象としたリー
ダーシッププログラムを実施しました。従来の管理職
像にとらわれることなく、自分らしいリーダーシップ
の発揮により、職場の関係性や環境に自ら働きかける
チェンジリーダーの育成を目的としています。手上げ
制により集まった15名の参加者は、各々が日々感じて
いる職場の違和感に向き合い、小さな行動を継続して
起こすことで自己および組織の変容を体感しました。
プログラム後半は3つのチームに分かれ、大規模な社
内アンケートやヒアリングを根拠に一人ひとりの個性
や才能が最大限に発揮される組織の実現に向けたプ
レゼンテーションを行いました。本プログラムには、
社長、女性社外取締役をはじめ、参加者の上司も参加
し、提言をもとに共通の言語で多様性を受け入れる組
織について考える機会になりました。4カ月間仲間と
ともに試行錯誤をしながら行動を起こした参加者の間
には、部署の垣根を越えたネットワークも形成されま
した。今後も女性活躍をダイバーシティ推進の大きな
柱として、さまざまな施策を行っていきます。

トピックス トピックス

日産化学株式会社 行動計画（抜粋）

計画期間 ● 2021年4月1日〜2026年3月31日までの5年間

課題
● �一人ひとりの個性やライフステージに応じた多様な働き方の浸透が

不十分

目標1 ● �総合職に占める女性比率を13％以上とする

取組内容
● �総合職の新卒採用に占める女性比率を30％以上とする
● �女性社員のネットワークづくりの支援（勉強会や交流会等）

目標2 ● �女性管理職（課長級以上）の人数を2倍にする

取組内容

● �早期抜擢を可能にするための人事制度の検討
● �中長期キャリアを考える機会の提供
● �社内外の女性役員、女性管理職との交流会等によるネットワークづ

くりの支援

目標3 ● �男性社員の育児休業取得を促進する

取組内容
● �子が生まれた男性社員と上司に、育児休業取得を推奨するための

施策の検討および実施

目標4 ● �計画期間中の年休平均取得率（管理職含む）70％以上を継続する

取組内容 ● �労使で定めた当社独自の年休取得目標（年10 日）の徹底

的としています。また、本制度の推進により、イノベーショ

ン創出と未来創造企業の実現、および本業だけでは得られ

ない経験・スキル・知識・人材ネットワークの獲得による

本業との相乗効果、社員自身のキャリア開発につながるこ

とを期待しています。

● Ai運動

　各工場において、小集団活動をベースとして改善提案を

行う当社独自の活動です。1978年にスタートし、毎年、

各工場のほぼすべての操業員等が参加します。現場起点

で価値向上につながる改善を継続するスタンス、前例にと

らわれない提案力の向上を目指します。



肥料

新医薬・受託

自社　新農薬

アンモニア硫酸ポリイミド

ヘテロ環化学

精製技術

既存医薬品

導入農薬農業用資材

石油化学
 高密度ポリエチレン（撤退）

 ポリ塩化ビニル（撤退）

❶ 微粒子制御

界面化学
　　❷ 機能性高分子設計

　 ❺ 光制御
ヘテロ環化学

      ❷ 機能性高分子設計
      ❸ 生物評価

   ❹ 精密有機合成

サンエバー®

ARC®＊1

多層材料（OptiStack®＊2）
EUV

機能性材料
（ディスプレイ・半導体）

シリカゾル
コロイド製品

機能性材料
（無機コロイド）

半導体用
高純度品

化学品

環境化学品
テピック®

化学品
（ファインケミカル）

硝酸、尿素、
イソシアヌル酸

化学品
（基礎化学）

ランデル®＊3、リバ
ロ®＊4 医薬原体・
中間体製造受託

ヘルスケア

タルガ®、パーミット®、ライメイ®、
アルテア®、フルララネル、
グレーシア®、ラウンドアップ®、
クィンテック®、ダイセン®

農業化学品

研究開発  -当社の５つのコア技術- = ５つの基盤技術 ❶ ～ ❺

＊1、2
　ARC®、OptiStack®は、
　Brewer Science, Inc.の登　　
　録商標です。
＊3
　ランデル®は、ゼリア新薬工業　
　株式会社の登録商標です。
＊4
　リバロ®は、興和株式会社の
　登録商標です。
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価
値
創
造
と
成
長
戦
略

研究開発
Research and Development

人的資本
Human Capital

　当社は研究開発を成長の源泉としており、化学メーカー

の中でも高水準の売上高研究開発費比率を維持し続けて

います。研究開発に経営資源を傾斜分配することで、技術

の種を生み出し、事業として育てています。社会の状況に

応じて業容を変貌させながら、「精密有機合成」「機能性高

分子設計」「微粒子制御」「生物評価」「光制御」という5つ

の領域のコア技術を育て上げ、分野を超えて融合させ、新

しい技術や事業を生み出すチャレンジを続けてきました。

2022年度に始動した長期経営計画「Atelier2050」では、

5つのコア技術に「微生物制御」と「情報科学」を加え、新

技術を獲得することで、情報通信・ライフサイエンス・環

境エネルギーの3つの成長事業に関する全く新しい技術や

製品を生み出すことに挑戦します。

　今後も社内連携、外部研究機関との協業を進めながら、

研究開発力の強化を図り、お客様にこれがないと機能しな

い、代替が利かないと言っていただける「Must-Have」

製品・サービスの開発を進めてまいります。

常務執行役員  CTO 
企画本部長 

遠藤 秀幸
ENDO Hideyuki

基本方針と特徴●キャリア対話　　　　

　個々の個性を活かし仕事に対するやりがいを育むよう、

年に1回、評価面談とは別に本人と上司によるキャリアプ

ラン構築のための対話を2023年度より開始しました。

　今後は、「キャリア＝会社での仕事経験、異動」として捉

えるのではなく、「キャリア＝その人自身の価値観、あり方

に基づく生涯の経験」と捉えるため、対話の内容は「仕事」

ではなく「人」に焦点を当てた内容としています。

●ワークライフバランスのための各種制度の導入　　　

　当社では、フレックスタイム制度、時間単位年休制度、

年休取得率の向上（実績取得率80％以上目標）、失効年

休を看護や介護に利用できる制度を導入しています。

2023年度からは在宅勤務制

度を恒久制度化しました。ま

た、2023年に「子育てサポー

ト企業」として厚生労働大臣

の認定（くるみん認定）を受け

ました。今回の認定は、2018

年に続き2回目の認定となり

ます。

重要項目5
企業理念への理解・共感を生む風土づくり

　社会課題解決に貢献し、当社が社会とともに成長する

ためには、一人ひとりの従業員が企業理念と「生きがい」

とを重ね合わせ、事業活動の根幹である企業理念への共

感度を高めていくことが課題であると捉えています。そこ

で、個々の従業員が、企業理念・ビジョンの実践に貢献し

ているという実感を伴って働くことができる風土を醸成す

るため、サステナビリティ・IR社内説明会の開催や、社長

自らが毎年各拠点を訪問し、従業員への講話や直接対話

の機会を設けるといった取り組みを進めています。このよ

うな取り組みにより、「企業理念への共感度に関する従業

員意識調査肯定回答者割合」の向上を目指します。

重要項目6
従業員の心身の健康推進

　当社は、従業員の心身の健康を「健全な企業の成長を

支える基盤」と考えており、その健康の維持・増進を目的

にさまざまな施策を実施しています。具体的には、高スト

レス者割合の低下、適正体重者（BMI〈肥満度〉指数が

18.5以上25.0未満）割合の増加などを目指し、定期健康

診断の受診の推進、ストレスチェックの実施、全従業員対

象の健康管理能力向上セミナーの実施などの取り組みを

進めています。

　また、レスポンシブル・ケアマネジメントシステムを通

じて、労働災害の防止、労働者の健康増進、快適な職場環

境の形成に努め、各事業所の安全衛生レベルの向上を図っ

ています。

　これらを含む取り組みの結果、プレゼンティーイズムに

よる生産性損失低減や、「ホワイト500」など、健康経営に

関する総合的、客観的認証取得を継続することを目指し

ます。

●メンタルヘルスケア

　当社は、2015年にストレスチェックを導入しました。

毎年、結果の組織分析とその報告会を各事業所で実施し

ています。報告会には、工場長や研究所長をはじめ、管理

監督者や組合役員など200名以上が参加し、職場環境改

善計画の策定を行っています。

　管理監督者向けには、定期的にラインケア研修を実施

しています。従 業 員向けには、セルフケアのための

e-learningや従業員と家族が利用可能なカウンセリング

サービスを導入しています。

●健康経営優良法人 ―ホワイト500―

　健康保険組合と協働し、健

康基本方針の重点項目である

「生活習慣病」「メンタルヘル

スケア」などを中心に、従業

員の健康づくりのための施策

を実施しています。これらの

取り組みの結果、経済産業省と日本健康会議による「健康

経営優良法人 ―ホワイト500―」に8年連続で認定されて

います。

 Web  
「ダイバーシティの推進」

https://www.nissanchem.co.jp/csr_info/communication/employee/respect.html

「働きやすい職場づくり」
https://www.nissanchem.co.jp/csr_info/communication/employee/dialogue.html

 Web  
「従業員の健康維持向上」

https://www.nissanchem.co.jp/csr_info/communication/employee/workplace.html

微生物制御

　土壌・腸内・皮膚などのマイクロバイオームを制御する

ことで、農薬、ヘルスケア、環境など、幅広い事業領域へ

の拡充を企図しています。微生物農薬に加えて医療材料、

バイオスティミュラントなどを事業化することで、多様な

社会課題への貢献を目指します。

新しいコア技術
情報科学

　「シミュレーションとデータサイエンスで新たな価値創

造を牽引する技術」という位置づけです。全社的なDX、

研究部門におけるMI（マテリアルズ・インフォマティクス）

を推進し、すべての事業領域の価値創造の源泉として、技

術の確立を図ります。


